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　地球温暖化を緩和する世界的な取り組みが議論
される中で、農業分野においても、食料生産に影
響を与えずに温室効果ガスの排出を削減する技術
が求められています。この問題に対し、農環研は
昨年11月15日から19日まで、つくば国際会議場
（茨城県つくば市）などにおいて、MARCOワーク
ショップ「農業分野における温暖化緩和技術の開
発」（MARCO Workshop on Technology Deve-
lopment for Mitigating Greenhouse Gas 
Emissions from Agriculture） を開催し
ました。今回のワークショップには、農
林水産省委託研究プロジェクトに参画す
る国内の研究者や、モンスーンアジア農
業環境研究コンソーシアム（MARCO）の
枠組みのもとで招いた海外の研究者な
ど、合わせて15か国・2国際機関から
122名が参加し、畜産と農地からの排出
削減技術についての最新の研究情報の報
告や、今後の重点研究課題に関する意見
交換が行われました。最終日には、“農
業分野における温室効果ガス排出に関す

るグローバル・リサーチ・アライアンス（GRA）”＊

の水田研究グループ会議を開催し、国際連携によ
る研究推進計画が議論されました。

 （研究コーディネータ　八木 一行）

＊2009年にコペンハーゲンで開催された第15回国連気候変動
枠組み条約締約国会議（COP15）の際に、世界各国の合意によ
り設立された農業分野の温室効果ガス削減に関する国際的な研
究ネットワークで、現在33カ国が正式に加盟している。日本は、
水田研究グループのコーディネート国を務める。

　2012年2月9日、つくば国際会議場において
第26回気象環境研究会「気候変動環境下における
広域スケールの食料生産変動予測に向けて」を開催
し、大学、国公立研究機関、行政機関、食品会社
などから約90名の方々に参集いただきました。
　近年、農業の国際化により主要穀物の生産地域
が集約化する傾向があり、主要生産地域での異常
気象が食料供給を世界的に不安定化させる危険が

あります。こうした背景から研究会では、気候変
化にともなう異常気象と食料生産との関係につい
て、世界を対象として研究を進める上での現状と
問題点が議論されました。
　発表内容は大きく3つに分かれ、1）気候変化予
測などの基盤データの不確実性について、2）異常
気象などの環境変動に対する作物の応答について、
3）土地利用や市場価格を通じて生産量に影響を与
える社会経済的要因について、第一線の研究者か
らの研究紹介がありました。また、総合討論では、
行政機関から食料の安定供給に向けた本研究の成
果を期待する意見が出され、本研究テーマへの関
心の高さがうかがえました。
　農環研では今後、食料生産変動リサーチプロジェ
クトを中心として、議論された問題点や方向性を
踏まえて本テーマの研究を推し進める予定です。
 （大気環境研究領域　横沢 正幸）
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